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４. 整備の⽅向性 

 新施設の新築・改修等の検討 
本計画において検討する公共施設等（児童館・中央図書館・中央公園をあわせて、以下、「新施設」）

の整備の⽅向性として、次の 4 案が考えられます。 
 A  案  ︓中央図書館、児童館ともに現中央図書館の位置に複合化により新築 

 B 案 ︓現中央図書館を改修し、児童館を含めて複合化 

 C 案 ︓現中央図書館を改修し、別途、児童館を新築 

 D 案 ︓中央図書館、児童館ともに現中央図書館とは別位置（中央公園内）に複合化により新築 
 
各案の施設計画及び代替施設の有無、建築物のライフサイクルコスト※１について⽐較検討しました。 

 
※１ 建物の建設費から修繕、更新のほか、維持管理、改修、解体、廃棄等、建築から廃棄に⾄るまでに必要なトータ 

ルコスト 
 

表 ２-８ 施設計画及び代替施設の有無の⽐較  
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施設計画及び代替施設の有無については、表２－８のとおり⽐較検討した結果、最も優位性があるの
は「D 案︓中央図書館、児童館ともに現中央図書館とは別位置（中央公園内）に複合化により新築」と
なりました。 

D 案は、別位置に複合施設を整備するため、中央図書館の代替施設が不要で、運営的な負担を軽減で
きるとともに、中央図書館の休館期間を短くすることが可能です。また、公園との⼀体性の⾯から、公
園再整備と連動した配置計画を⾏うことで、児童館・図書館・公園が連携するメリットを最⼤限に発揮
することが可能となります。 

 
表 ２-９ 建築物のライフサイクルコストの⽐較 

 

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
の
単
年
額
と
累
計
額

A案 B案 C案 D案

イ
ニ
シ
ャ
ル
コ
ス
ト

2022年
〜

2024年

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト

2024年
〜

2053年
（29年間）

2024年
〜

2084年
（60年間）

※費⽤は税込み。
※既存の建物を利⽤（B案、C案）する場合、躯体等の状況により、設計費⽤の増額や建物共⽤期間に変更が⽣じる可能性がある。
※改修した建物の設備は全て更新(新しいものに取替)することを想定し、運⽤コスト・保全コストは令和7年度を1年⽬として試算した。

費⽤内訳 費⽤:
(億円)

割合:%

設計費
(調査・設計・⼯事監理) 1.37  13 

⼯事費（建築+図書) 8.52  77 
引越し費⽤ 0.28  3 
解体費 0.74  7 

合計 10.91  100 

費⽤内訳 費⽤:
(億円)

割合:%

建設コスト 10.16  62 
運⽤コスト 2.62  16 
保全コスト 2.86  17 
解体コスト 0.74  5 

合計 16.38  100

費⽤内訳 費⽤:
(億円)

割合:%

建設コスト 15.11  51 
運⽤コスト 5.33  18 
保全コスト 8.31  28 
解体コスト 0.74  3 

合計 29.49 100

費⽤内訳 費⽤:
(億円)

割合:%

設計費
(調査・設計・⼯事監理) 1.13  14 

⼯事費（建築+図書) 6.74  83 
引越し費⽤ 0.28  3 
解体費 0.00  0 

合計 8.15  100 

費⽤内訳 費⽤:
(億円)

割合:%

建設コスト 8.28  60 
運⽤コスト 2.62  19 
保全コスト 2.86  21 
解体コスト 0.00  0 

合計 13.76  100

費⽤内訳 費⽤:
(億円)

割合:%

建設コスト 18.45  59 
運⽤コスト 5.33  17 
保全コスト 7.08  22 
解体スト 0.74  2 

合計 31.60 100

費⽤内訳 費⽤:
(億円)

割合:%

設計費
(調査・設計・⼯事監理) 1.30  14 

⼯事費 (建築+図書) 7.83  83 
引越し費⽤ 0.28  3 
解体費 0.00  0 

合計 9.41  100 

費⽤内訳 費⽤:
(億円)

割合:%

建設コスト 9.54  57 
運⽤コスト 3.43  21 
保全コスト 3.74  22 
解体コスト 0.00  0 

合計 16.71  100

費⽤内訳 費⽤:
(億円)

割合:%

建設コスト 21.24  55 
運⽤コスト 6.97  18 
保全コスト 9.64  25 
解体コスト 0.74  2 

合計 38.59 100

費⽤内訳 費⽤:
(億円)

割合:%

設計費
(調査・設計・⼯事監理) 1.37  13 

⼯事費 (建築+図書) 8.52  79 
引越し費⽤ 0.14  1 
解体費 0.74  7 

合計 10.77  100 

費⽤内訳 費⽤:
(億円)

割合:%

建設コスト 10.02  61 
運⽤コスト 2.62  16 
保全コスト 2.86  18 
解体コスト 0.74  5 

合計 16.24  100

費⽤内訳 費⽤:
(億円)

割合:%

建設コスト 14.97  51 
運⽤コスト 5.33  18 
保全コスト 8.31  28 
解体コスト 0.74  3 

合計 29.35 100

⻄暦 2024 2029 2034 2039 2044 2049 2054 2059 2064 2069 2074 2079 2084
和暦 R6 R11 R16 R21 R26 R31 R36 R41 R46 R51 R56 R61 R66

初年度 30年⽬ 60年⽬45年⽬

A案：解体＋新築
B案：複合化改修
C案： ⼤改修＋ 新築
D案：解体+新築

図 児

15年⽬
A案：築15年修繕
B案：複合化改修後15年修繕
C案： ⼤改修後15年修繕＋ 築15年修繕
D案：築15年修繕

図 児

A案：築30年修繕
B案：解体+新築
C案： 解体＋ 新築＋ 築30年修繕
D案：築30年修繕

図 児図

A案：築45年⼤改修
B案：築15年修繕
C案： 築15年修繕＋ 築45年⼤改修
D案：築45年⼤改修

児図

A案：築60年修繕
B案：築30年修繕
C案： 築30年修繕＋ 築60年修繕
D案：築60年修繕

児図
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令和６年度を初年度とする建築物のライフサイクルコストについては、表２－９のとおり⽐較検討し
た結果、次のとおりとなりました。 

 A 案  ︓イニシャルコストは、現中央図書館の位置に複合化により新築するため、引越しが２度必要
になることから、最も⾼額となります。ただし、60 年間のライフサイクルコストでは２番⽬
に費⽤を抑えられます。 

 B 案 ︓複合施設を新築するより、複合化により改修する⽅が、建設単価が安価なため、イニシャルコ
ストは最も低く抑えられます。しかし、現中央図書館は 30 年後には耐⽤年数を迎え、改築す
る必要があることから、60 年間のライフサイクルコストは２番⽬に⾼くなります。 

 C 案 ︓中央図書館を改修するため新築よりも建設単価は安価ですが、B 案と同様に中央図書館の改
築に加えて別途、児童館を新築することにより延床⾯積が増加するため、60 年間のライフサ
イクルコストは最も⾼くなります。 

 D 案 ︓イニシャルコストは、現中央図書館と別位置に複合化により新築するため、引越しが 1 度で
済むことから、A 案よりも安価になります。また、60 年間のライフサイクルコストでは、B
案、C 案で必要となる中央図書館の改築が不要なことから、４案の中では最も費⽤を抑えられ
ます。 

 
以上の、施設計画及び代替施設の有無や建築物のライフサイクルコストの検討結果を踏まえ、本計画

における、新施設の整備の⽅向性は次のとおりとします。 
 

表 ２-１０ 整備の⽅向性 

新施設 整備の⽅向性 

（1） 児童館 ・別位置（中央公園内）に新築 
・建物の複合化 

（2） 中央図書館 
・機能の再構築 

（3） 中央公園 ・再整備 

 
 

なお、複合施設の延床⾯積は、『清瀬市公共施設再編計画』において再編の基本的な考え⽅として掲げ
ている「公共施設の延床⾯積の削減」を実現するため、原則として既存の中央図書館の延床⾯積（約
1,620m2）以内で整備することとします。 
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 先⾏事例に⾒る複合化・⼀体的整備のメリット 
以下の①〜③に⽰す観点から、新施設に類似する先⾏事例を抽出しました。 

 
① 図書館と児童館等が複合化されている事例 
（例）多摩平の森ふれあい館（東京都⽇野市）※２、 

Mallmall（まるまる）（宮崎県都城市）※２、なかまちテラス（東京都⼩平市） 等 
② 公園と児童館等が⼀体的に整備されている事例 
（例）千⽯公園（東京都⽂京区） 等 

③ 図書館と公園が⼀体的に整備されている事例 
（例）宮前公園（東京都荒川区）※３ 等 

 
※２ 管理運営に指定管理者制度等が導⼊ 

※３ 令和４年４⽉に全⾯開園予定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２-２ 多摩平の森ふれあい館   図 ２-３ Mallmall（まるまる）     図 ２-４ なかまちテラス 
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複合化・⼀体的整備のメリットとしては、次の事項があげられます。 

 
〇魅⼒的な拠点の創出 

・複数の施設を⼀体で設計することにより、魅⼒的な空間を創出することが可能となります。 
・単独の施設では提供し得ない、または、提供することが難しい新たな事業等を提供できるなど、

市⺠サービスの向上につながります。 
 

〇にぎわいの創出 
・利⽤者数（年間来館者数や図書の貸出利⽤者数等）の増加が期待されます。 

・異なる機能が融合することで、⼦どもと親、⾼齢者等が⽇常的に交流するにぎわいの場が⽣まれ、

多世代交流の機会の創出につながります。 

・地域活動の拠点となり、地域コミュニティの活性化に寄与することが期待されます。 

 
〇延床⾯積の削減や運⽤・保全コストの効率化 

・単体の建物として整備、運営していた機能を１つの建物に集約することで、廊下や機械室等を共

⽤することができ、公共施設の延床⾯積を削減することができます。また同様に、運⽤・保全コ

スト（光熱⽔費や修繕費）の効率化を図ることが可能となります。 
  


